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◇令和６年４月 無期転換申込権が発生する契約更新時の改正◇ 
◆対象となる労働者 

締
結
又
は
更
新 

５年 

１年 １年 １年 １年 １年 

更新 更新 更新 更新 更新 

１年 

無期転換申

込権発生 
有期労働契約が 5 年を超えて更

新された場合で、無期転換申込権が

発生する有期契約労働者が対象。 

１．無期転換申込機会の書面明示  

該当する有期労働契約の契約期間の初日から満了する日までの間、無期転換を申し込む

ことができる旨を書面により明示することが必要になります。 
 初めて無期転換申込権が発生する有期労働契約が満了した後も、有期労働契約を更新す

る場合は、更新の都度、上記の明示が必要になります。 
※労働者の希望によりメール等で明示が可能です。 
 

２．無期転換後の労働条件の書面明示 
 

令和 6 年 4 月以降は、以下の①・②それぞれで無期転換後の労働条件を書面により明示する

ことが必要になります。明示する労働条件は、労働契約締結の際の明示事項と同じものです。     
 

無期転換についても「有期雇

用労働者の雇用管理の改善等

に関する事項」に当たります

ので、企業内で、無期転換に

ついても相談できる体制を整

えてください。 

無期転換後の無期労働契約の労働条件は、労働協約、就業規則、個々の労働契約で

「別段の定め」をしないかぎり、無期転換前と同一の労働条件が適用されます。 留意点 

３．均衡を考慮した事項の説明に努めること 
 

無期転換後の賃金等の労働条件を決定するに当たって、他の通常の労働者（正社員等のいわ

ゆる正規型の労働者及び無期雇用フルタイム労働者）とのバランスを考慮した事項について、

有期契約労働者に説明するよう努めなければならないこととなります。 

更新 

申込期間 

 

5 年 

 ① 無期転換申込権が生じる 

契約更新時 

 

②無期転換申込権の行使による 
無期労働契約の成立時 
 

※事項ごとに明示するほか、

無期転換後の労働条件変更の

有無、変更の内容を明示する

方法でも差支えありません。 
 

◆必要なタイミング 

無期転換申込権が発生する契約

更新のタイミングごとに必要 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪筆者：藤川≫ 

★令和６年３月分（４月納付分）からの社会保険料について 

１．「協会けんぽの保険料率」が改定されます。 

   栃木県は、９９．６０／１０００→９７．９０／１０００ 
（１．７０／１０００の引下げになります） 

２．「介護保険料率」が改定されます。 

１８．２／１０００→１６．０／１０００（２．２／１０００の引下げになります） 

 【保険料の変更時期】 

賞与は令和６年３月に支払日があるものから保険料が変更になります。 

給与は令和６年４月に支払日があるものから保険料が変更になります。 

  ※３月に支払日がある給与では、保険料を変更しないようご注意願います！  

★令和６年度の任意継続被保険者の標準報酬月額の上限について 

前年度から変更なしで３０万円となります。 

★令和６年度の年金額改定について 

 １．令和６年度年金額は、前年から２．７％の引き上げとなります 

（国民年金満額の月額６８,０００円 ＋１,７５０円）  
 ２．国民年金保険料 １６，９８０円／月（＋４６０円） 
 ３．在職老齢年金の支給停止調整額 ５０万円（＋２万円） 
★障害者雇用における障害者の算定方法が変更となります。【令和６年４月】 
  週所定労働時間が１０時間以上２０時間未満の精神障害者、重度身体障害者及び重度知的 

障害者について、雇用率上０．５カウントとして算定できるようになります。 
★労災保険料算出に用いる労災保険率が改定となります【令和６年４月】 
 １．労災保険率を業種平均で０．１／１０００引き下げられます。 
   全５４業種中、引き下げとなるのが１７業種、引き上げは３業種です。 
 ２. 一人親方などの特別加入に係る第２種特別加入保険料が改定されます。 
   全２５区分中、引き下げとなるのが５区分です。 
 ３. 請負による建設事業に係る労務費率（請負金額に対する賃金総額の割合）が改定されます。 
★健康保険証が廃止になります【令和６年１２月２日】 
  現行の保険証は廃止後１年間は使用可能です。 

 

 

どんなことを考慮して説明するのか？ 

（1） 考慮すること 
① 比較対象（他の通常の労働者の処遇） 
② 事項（業務の内容、責任の程度、異動の有無・範囲、その他考慮した事項） 

（2） 説明方法 
説明方法に特定の決まりはありません。説明すべき事項がすべて記載され、労働者

が容易に理解できる内容の資料を交付して行うなどの方法で差支えありません。 
   （例：文書を交付して個別に面談、説明会等で複数名同時に行うなど） 
 


